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1．土砂災害ハザードマップとは

土砂災害ハザードマップとは、「土砂災害

警戒区域等における土砂災害防止対策の推進

に関する法律」第7条第3項の規定により、

警戒区域における円滑な警戒避難を確保する

上で必要な事項を記載したものである。土砂

災害ハザードマップは、土砂災害警戒区域及

び土砂災害特別警戒区域のほかに、以下の情

報が記載されたものと定義されている１）。

①土砂災害の発生原因となる自然現象の種

類（急傾斜地の崩壊、土石流、地滑り）

②土砂災害に関する情報の伝達方法

③急傾斜地の崩壊等のおそれがある場合の

避難地に関する事項

④その他警戒区域における円滑な警戒避難

を確保する上で必要な事項

土砂災害ハザードマップは、土砂災害リス

クや避難地、警戒避難の行動における留意点

等を示したものであり、平常時及び警戒避難

時を通じて、行政と住民の土砂災害リスク等

の共有を図ることを目的としている。

2．土砂災害に対する警戒避難体制の問
題点

近年、多発する土砂災害における人的被害

の発生に対し、土砂災害に対する警戒避難体

制の問題点が指摘されている。被災した住民

や市町村職員等のアンケート結果によれば、

「このような災害がここで発生するとは思っ

ていなかった」などといった土砂災害の危険

性の認識がなかったという意見が多い。土砂

災害に対する警戒体制の整備にあたっては、

行政と住民がともに土砂災害のリスクを共有

し、理解し、対策を検討することが重要であ

る。警戒避難体制の整備におけるひとつの手

段として、行政と地域住民、学識経験者が一

体となって、ハザードマップの作成を進める

ことが効果的であると考える。ここでは、土

砂災害という視点から、土砂災害の危険性を

認識するためのハザードマップの表現方法等

について考えてみたいと思う。

3．三次元デジタル地図を活用したハザー
ドマップ

3-1 土砂災害に対する危険性の認識を高
めるハザードマップ

洪水や津波の被害影響範囲は広く、その被

害影響範囲を評価する基本的な地形要素は標

高である。ユーザーは、洪水や津波の被害の

危険性のある地域を感覚的には土地の低い箇

所と考え、1/5,000～1/10,000程度のスケール

の平面図から、平坦で土地の低い場所を大局

的に捉え、危険性が高いと認識することがで

きると考えられる。一方、土砂災害の被害影

響範囲は洪水や津波に比べて一般的に狭く、

また、被害影響範囲を評価する基本的な地形

要素は標高だけでなく、急傾斜地の崩壊であ

れば斜面勾配や高さ、土石流では谷幅や深さ

など、三次元的な地形要素が大きく影響して

いる。したがって、図1や図2に示すような

二次元的な地形要素だけではなく、図3のよ

うに三次元的な地形要素を表現することに
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よって、土砂災害の危険性をより深く認識す

ることができると考えられる。これは、地形

図や垂直写真の単写真を見たときに、自分の

家などの場所を認識することは容易にできる

が、そこから三次元的な地形要素を認識する

のは難しいことと似ている。このほか、被害

影響範囲と自宅などの空間的な位置関係を認

識するためには、オルソ画像を背景に用いる

ことが効果的であると考える。

図１ 一般的な土砂災害ハザードマップ

図２ オルソ画像を背景図とした土砂災害ハザードマップ
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3-2 土砂災害ハザードマップに記載する
情報

土砂災害ハザードマップに記載する情報

は、地域の警戒避難体制の整備におけるニー

ズや自然・社会条件を考慮する必要がある。

また、行政や住民など、ユーザーの使用目的

に応じて記載する情報を使い分けることも必

要である。多くの情報を記載すると、いざと

いう時に使いづらい、人間の情報処理能力に

は限界があるため内容を理解できないなどの

理由から、よりシンプルにするのが良いと考

えられるが、ハザードマップをひとつの教材

として捉え、最初はシンプルなハザードマッ

プから、学習の段階により記載する情報を変

更し、これを繰り返していくことが、地域防

災力の向上に効果的であると考える。

4．三次元デジタル地図を活用した土砂
災害ハザードマップの展望

2004年10月の新潟県中越地震や、2005年9

月の台風14号では宮崎県耳川で大規模な天然

ダムが形成された。近年の大規模な降雨や長

雨による影響により、天然ダム形成の要因と

なる大規模崩壊（深層崩壊）や地すべりが各地

で発生し、また、地すべり土塊が流動化して

長距離移動し、河道を閉塞して天然ダムを形

成するなど、天然ダム形成・決壊に伴う危機

管理の重要性が指摘されている。天然ダム形

成・決壊という進行性災害に対し、河道の地

形データを三次元デジタル地図から取得し、

下流への被害影響範囲を即座に評価するリア

ルタイムハザードマップを作成し、適切な警戒

避難行動へと活用することが重要である。こ

れらの計算結果を三次元CG化して、視覚的

にリアルかつわかりやすく伝えることもでき

る。天然ダムのような突発的な災害に対し、

三次元デジタル地図をリアルタイムハザード

マップとして活用することが期待される。
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図３ 三次元デジタル地図を活用した土砂災害ハザードマップ


